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飼料 
◆飼料需要量の推移 

 ２年度の飼料自給率は、前年度と変わらず２５％ 

 飼料の需要量は、近年は２５００万トン（ＴＤＮベー

ス）弱で推移している（図１）。 

 令和２年度（概算）は、２４９７万５０００トン（前

年度比０.８％増）となった。 

図１ 飼料需要量（ＴＤＮベース）の推移 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：農林水産省「食料需給表」 

注１：ＴＤＮ（可消化養分総量）とは、家畜が消化できる養分のエネルギー含 

 量を示す単位であり、飼料の実量とは異なる。 

注２：濃厚飼料「純国内産原料」とは、国内産に由来する濃厚飼料（国内産 

 飼料用小麦・大麦など）である。濃厚飼料「輸入原料」には、輸入食 

 料原料から発生した副産物（輸入大豆から搾油した後発する大豆油か 

 すなど）も含む。 

注３：昭和５９年度までの輸入は、すべて濃厚飼料とみなしている。 

注４：令和２年度は概算値。 

 

 飼料の自給率を見ると、２年度（概算）の純国内産飼

料自給率［（純国内産粗飼料供給量＋純国内産濃厚飼料供

給量）/総需要量］は、前年度と変わらず２５％となった

（図２）。 

 また、純国内産粗飼料自給率は、飼料作物の作付面

積がわずかに減少したことに加え、生育時期の低温や

長雨による日照不足、収穫時期の台風の影響などによ

り単収が減少したことなどから、前年度を１ポイント

下回る７６％となった。 

 純国内産濃厚飼料自給率は、前年度並みの１２％と

なった。 

 なお、「食料・農業・農村基本計画」において、１２年

度に純国内産飼料自給率を３４％とする目標を設定し

ている。 

 

図２ 飼料自給率の推移 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：農林水産省「食料需給表」 
注１：昭和５９年度までの輸入は、すべて濃厚飼料とみなしている。 
注２：令和２年度は概算値。 

◆飼料作物の生産 

収穫量は、前年より減少

 飼料作物の作付面積は、長らく畜産農家戸数や飼養

頭数の減少に加え、農家の高齢化による労働力不足な

どに伴い微減傾向で推移していた。しかし、平成２２

年以降は、稲発酵粗飼料および飼料用米の作付けが拡

大した結果、増加傾向で推移した。 

令和２年（概算）は、牧草などの作付面積の減少な

どにより、９５万５７００ヘクタール（前年比０.６％

減）となった（図３）。 

 また、飼料作物の収穫量（ＴＤＮベース）は、平成

２９年ごろまでは稲発酵粗飼料や飼料用米の作付け拡

大により増加傾向であるが、近年は横ばいで推移して

おり、令和２年は、３６１万２０００トン（同２.３％

減）と、前年を下回った。 
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図３ 飼料作物の生産の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、「飼料をめぐる情勢」 

 

 稲発酵粗飼料の作付面積は、近年増加傾向で推移し

ており、２年産は、前年産から３４１ヘクタール増加

し、４万２７９１ヘクタール（同０.８％増）となった

（図４）。 

 また、飼料用米の作付面積は、２年産では各産地に

おいて新市場開拓米、米粉用米および備蓄米への転換

が判断されたことなどにより、１６２６ヘクタール減

少し、７万８８３ヘクタール（同２.２％減）となった。 

 

図４ 稲発酵粗飼料および飼料用米の作付面積の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：農林水産省「飼料をめぐる情勢」 

◆粗飼料の輸入 

 ２年度の輸入量、乾牧草は微増、ヘイキューブは減少

 乾牧草の輸入量は、平成２９年度は前年度の日本国内の

天候不順による乾牧草の供給不足などにより、輸入乾牧草

の需要が高まり１９３万８０６７トン（前年度比３.８％増）

となった（図５）。３０年度も北海道における長雨の影響な

どにより引き続き乾牧草の供給が不足したことから、

２０３万９４０６トン（同５.２％増）となった。令和元

年度も前年の北海道の天候不良の影響に加え、東北におけ

る天候不良などの影響を受け国内供給が不足したことから、

２０２万１０６８トン（同０.９％減）となった。２年度は

２０２万６０５０トン（同０.２％増）となった。 

図５ 粗飼料の輸入量の推移 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：財務省「貿易統計」 
 注：稲わらは、中国から輸入された穀物のわらである。 

 また、ヘイキューブの輸入量は、近年微減傾向で推

移しており、２年度は１３万５９８３トン（同６.８％

減）となった。 

乾牧草およびヘイキューブの輸入価格（ＣＩＦ）は、

近年、主産地における国内需要や新興国などの需要が

堅調である中、天候や為替により変動している。２年

度は、為替が円高に推移した影響により、乾牧草が１ト

ン当たり３万８３３５円（同３.８％安）、ヘイキュー

ブが同３万９７９２円（同１.０％安）とともに前年度

を下回った（図６）。 

図６ 粗飼料の輸入価格（ＣＩＦ）の推移 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：財務省「貿易統計」 
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◆配合飼料の生産 

２年度の生産量は、前年度並み

 配合飼料の生産量は、昭和６３年度をピークに家畜

飼養頭羽数の減少に伴って緩やかに減少していたが、

近年は横ばいで推移しており、令和２年度は２３６１万

１６８６トン（前年度比０.０２％増）となった（図７）。 

 畜種別で見ると、養鶏用が１０１８万２８９２トン

（同１.６％減）、うち成鶏用が５６９万９１１４トン

（同１.９％減）、ブロイラー用が３８１万６０３９ト

ン（同１.１％減）、養豚用は５７２万１９３４トン（同

１.４％増）、乳牛用は３０７万８４３１トン（同１.５％

増）、肉牛用は４５６万８７３７トン（同１.１％増）

となった。 

図７ 配合飼料の生産量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：農林水産省「流通飼料価格等実態調査」〈速報版〉 
  （公社）配合飼料供給安定機構「飼料月報」 

 
 

◆飼料用トウモロコシの輸入 

 ２年度の輸入量は、米国産が増加

 配合飼料の原料穀物（トウモロコシ、こうりゃん、

大麦、小麦など）のほとんどは輸入に依存しており、

輸入量の７～８割をトウモロコシが占める。 

 トウモロコシの輸入量は、平成２９年度以降増加傾

向で推移しており、令和２年度は１０５３万４６０４ト

ン（前年度比７.６％減）となった（図８）。 

 輸入先別に見ると、２年度は米国産が豊作となり

７１６万３７トン（同３１.３％増）と大幅に増加した。

一方、ブラジル産は３２８万７１８８トン（同４２.１％

減）と大幅に減少した。 
 

図８ 飼料用トウモロコシの輸入量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 資料：財務省「貿易統計」 

 トウモロコシの輸入価格（ＣＩＦ）は、国際価格（シ

カゴ相場、期近物）と為替相場の影響を大きく受ける。 

シカゴ相場は、平成２８年４月以降、南米の悪天候

や、投機資金の流入などにより、１ブッシェル当たり

４ドル台まで上昇したが、２９年１月以降、米国産の

５年連続豊作の一方、需要も堅調であったことから３ド

ル台後半で推移した（図９）。 

 令和２年は３月以降、新型コロナウイルス感染症の

拡大や原油価格の大幅下落を背景とする燃料用エタノ

ール向け需要の減少などにより同３ドル台前半で推移

していたが、９月以降は中国向け輸出成約の増加や南

米産の作況悪化懸念などにより上昇した。 

 

図９ トウモロコシの価格の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：財務省「貿易統計」、日本経済新聞（シカゴ相場、先物、期近価格） 
 注：トウモロコシ１ブッシェル（約３６リットル）は約２５.４キログラム。 
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  為替相場は、令和２年の夏以降、円高が進行し、

同年末前後には１米ドル＝１０３円程度まで円高が進

展したが、その後は円安傾向となっている（図１０）。 

 

 

 

 

 

 

 
 

図１０ 為替相場の推移 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（ＴＴＳ相場） 

 注：ＴＴＳ相場については、各月最終日の同相場公表値（月末 TTS）。

◆配合飼料価格 

 ２年度の配合飼料工場渡し価格は、０.２％上昇

 配合飼料価格は、飼料穀物の国際相場、海上運賃、

為替相場などの動向を反映する。令和２年度の工場渡

し価格は、１トン当たり６万１３７２円（前年度比０.２％

高）となった（図１１）。 

 畜産経営では、生産費に占める配合飼料費の割合が

高い。このため、配合飼料価格の上昇が畜産経営に及

ぼす影響を緩和する措置として、昭和４３年に民間の

自主的な積み立てによる通常補塡
ほ て ん

制度が、４９年度に

は通常補塡で対処し得ない価格高騰に対応するため、

国の支援による異常補塡制度が導入されている。 

 近年は、平成２７年度第１四半期以降、７期連続で

補塡は行われなかったが、２８年秋以降、円安の影響

や海上運賃の上昇などにより輸入原料価格が高騰した

ことから、２８年度第４四半期以降、３期連続で発動

した（表）。 

 ３０年１月以降、シカゴ相場が一時的に上昇したこ

とや、海上運賃上昇の影響などを受け、輸入原料価格

が上昇したことから、３０年度は通常補填が４期連続

で発動した。また、中国の需要増加などを背景にシカ

ゴ相場が上昇したことから、令和２年度第４四半期は

８期ぶりに通常補填が発動した。 

 

 

 

 

図１１ 配合飼料の価格動向の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：農林水産省「流通飼料価格等実態調査」＜速報版＞および 

   （公社）配合飼料供給安定機構「飼料月報」 

  注：全畜種加重平均の配合飼料工場渡し価格。 
 

表 配合飼料の価格（建値）改定および補塡状況 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：全国農業協同組合連合会（ＪＡ全農）、農林水産省 

    注：価格改定額はＪＡ全農の全国全畜種総平均。 

（単位：円/トン）
   補填単価

通常 異常
平成28年度 第1四半期 ▲ 3,700 - - -

   2四半期 ＋ 800 - - -
   3四半期 ▲ 1,650 - - -
   4四半期 ＋ 1,950 950 950 -

29年度 第1四半期 ＋ 700 1,700 1,700 -
   2四半期 ▲ 1,100 400 400 -
   3四半期 ▲ 400 - - -
   4四半期 ＋ 1,500 - - -

30年度 第1四半期 ＋ 1,100 300 300 -
   2四半期 ＋ 1,550 3,450 3,450 -
   3四半期 ▲ 800 2,300 2,300 -
   4四半期 ＋ 500 300 300 -

令和元年度 第1四半期 ▲ 850 - - -
   2四半期 ▲ 400 - - -
   3四半期 ▲ 650 - - -
   4四半期 ＋ 700 - - -

2年度 第1四半期 ▲ 800 - - -
   2四半期 ▲ 1,000 - - -
   3四半期 ＋ 1,350 - - -
   4四半期 ＋ 3,900 3,300 3,300 -

適用期間 価格改定額
（対前期差）
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